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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第63期第２四半期連結累計期間及び第63期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第64期第

２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

４ 第63期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自  平成22年６月１日

至  平成22年11月30日

自  平成23年６月１日

至  平成23年11月30日

自  平成22年６月１日

至  平成23年５月31日

売上高 （千円） 18,565,538 20,594,597 40,115,088 

経常利益 （千円） 74,073 235,263 243,187 

四半期純利益又は 
四半期（当期）純損失（△） 

（千円） △352,874 127,594  △236,039

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △349,120 75,506 △223,216

純資産額 （千円） 4,831,561 5,006,605 4,956,619 

総資産額 （千円） 13,110,337 14,485,162 15,379,091 

１株当たり四半期純利益金額又は 
四半期（当期）純損失金額（△） 

（円） △138.27 50.00 △92.49

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.8 34.6 32.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △2,293,962 42,455 △1,300,899

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △338,391 △299,846 △111,655

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △74,957 △25,055 △75,747

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（千円） 988,052 1,924,615 2,207,061 

回次
第63期

第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年９月１日

至  平成22年11月30日

自  平成23年９月１日

至  平成23年11月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△） 

（円） △103.34 50.75 
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結累計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

(1)  業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から回復の兆しがみられた一

方、電力供給の制約や原子力災害の影響に加え、欧州の政府債務危機問題を背景とする海外景気の下振

れや、円高の長期化等先行きの不透明感が強まり、引き続き不安定な状況で推移いたしました。 

医療業界におきましては、平成24年度診療報酬改定に向けた議論が本格化する中、病院勤務医等の負

担軽減、医療と介護の役割分担の明確化、在宅医療の充実等の課題への取組み等が基本方針として提示

されました。平成22年度診療報酬改定では一部の医療機関の経営に若干の改善傾向が見られたものの、

地域医療機関を取り巻く経営環境は依然として厳しく、当社グループが属する医療機器販売業界におき

ましても、販売競争の激化とともに、業界再編の動きも見られます。 

このような状況の下、当社グループでは、本年度を初年度とする新中期経営計画に基づき、基盤事業

の安定的成長と生産性の向上を目指して、主要施策に取組んでおります。特に本年度は基盤事業強化の

ため、きめ細かな営業活動による主要顧客とのリレーション強化に取組み、ＳＰＤ（物品管理）契約施

設の増加や医療機器備品の売上増加等、各事業分野においてその効果が現れてきております。また、仕

入れから販売までの一環管理による商品戦略の強化や、子会社における整形事業の展開加速によるグル

ープ戦略の強化等に重点的に取組んでおります。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は205億94百万円（前年同四半期比10.9％増）

となり、利益面につきましては、売上増加に伴う売上総利益の増加、支払手数料等の経費削減により、

営業利益は1億93百万円（前年同四半期比536.5％増）、経常利益は２億35百万円（前年同四半期比

217.6％増）、四半期純利益は1億27百万円（前年同四半期は３億52百万円の四半期純損失）となりまし

た。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

①医療機器販売業 

医療機器販売業のうち一般機器分野では、基幹医療機関における設備投資案件や医療機器更新需要の

増加に伴い、超音波診断装置等の医療機器備品および理化学機器等の売上増加により38億９百万円（前

年同四半期比25.4％増）となりました。一般消耗品分野では、ＳＰＤ契約施設の増加等に伴う医療機器

消耗品や整形消耗品の売上増加により103億30百万円（前年同四半期比8.8％増)となりました。低侵襲

治療分野では、内視鏡備品や内視鏡処置用医療材料（ＩＶＥ）および心臓循環器消耗品等の売上増加に

より45億94百万円（前年同四半期比9.6％増）となりました。メディカルサービス分野ではＣＴ（コン

ピュータ断層撮影装置）やＭＲＩ（磁気共鳴画像装置）等の放射線機器等の売上増加により11億46百万

円（前年同四半期比7.0％増）となりました。医療情報分野では、画像診断装置システムや医療情報備

品等の売上減少により５億92百万円（前年同四半期比7.7％減）となりました。この結果、売上高は204

億73百万円（前年同四半期比11.1％増）、セグメント利益は5億19百万円（前年同四半期比53.1％増）

となりました。 

②医療モール事業 

医療モール事業におきましては、主として賃料収入により売上高は17百万円（前年同四半期比

4.5％増）、セグメント損失は24百万円（前年同四半期は45百万円のセグメント損失）となりまし

た。 

(2)  財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間における総資産は144億85百万円となり、前連結会計年度末に比べて８億

93百万円減少いたしました。流動資産は、主に受取手形及び売掛金の減少等により111億33百万円にな

りました。固定資産は、投資その他の資産の減少等により33億51百万円になりました。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ９億43百万円減少し、94億78

百万円となりました。また、純資産は前連結会計年度に比べて49百万円増加し、50億６百万円となり、

自己資本比率は34.6％となりました。 
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(3)  キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によ

り42百万円増加し、投資活動により２億99百万円減少し、財務活動により25百万円減少いたしました。

この結果、資金残高は前連結会計年度末から２億82百万円減少し、当第２四半期連結累計期間末残高は

19億24百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは42百万円の収入（前年同四

半期は22億93百万円の支出）となりました。 

主な要因といたしましては、税金等調整前四半期純利益が２億38百万円、賞与引当金の減少額が１億

５百万円、売上債権の減少額が６億48百万円、仕入債務の減少額が９億６百万円によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは２億99百万円の支出（前年

同四半期比38百万円の支出の減少）となりました。 

主な要因といたしましては、有価証券の取得による支出３億円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは25百万円の支出（前年同四

半期比49百万円の支出の減少）となりました。 

主な要因といたしましては、株主配当金25百万円の支払によるものであります。 

  

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

(5)  研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

― 6 ―



第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成23年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年１月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 2,553,000 2,553,000 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数 
100株 

計 2,553,000 2,553,000 － － 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月１日～ 

平成23年11月30日 
― 2,553,000 ― 494,025 ― 627,605 

― 7 ―



  
(6) 【大株主の状況】 

平成23年11月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

山下 尚登 長崎県佐世保市 439,300 17.20 

山下 耕一 福岡市中央区 265,800 10.41 

株式会社ミック 
長崎県佐世保市元町４番19号 
ビバシティ元町1002号 222,952 8.73 

山下 弘高 福岡市中央区 80,000 3.13 

株式会社ウイン・インターナショナル 
東京都台東区台東４丁目24番８号 
新御徒町ビル 76,500 2.99 

山下医科器械社員持株会 長崎県佐世保市湊町３番13号 75,232 2.94 

オリンパスメディカルシステムズ株式会
社 

東京都新宿区西新宿２丁目３番１号 60,000 2.35 

株式会社親和銀行 長崎県佐世保市島瀬町10番12号 48,000 1.88 

山下 浩 東京都葛飾区 43,000 1.68 

株式会社大黒 
和歌山県和歌山市手平３丁目８番43
号 42,400 1.66 

計 － 1,353,184 53.00 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成23年11月30日現在 

 
(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式90株が含まれております。 

  
②  【自己株式等】 

平成23年11月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式等）  － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 
800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,551,400 25,514 － 

単元未満株式 普通株式 800 － － 

発行済株式総数  2,553,000 － － 

総株主の議決権  － 25,514 － 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有

株式数(株) 

他人名義所有 

株式数(株) 

所有株式数 

の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(自己保有株式)

山下医科器械 

株式会社 
長崎県佐世保市湊町３番13号 800 － 800 0.03 

計 － 800 － 800 0.03 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年９月１日から平成

23年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年６月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年５月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,707,061 1,624,615

受取手形及び売掛金 7,659,867 7,011,525

有価証券 500,000 600,000

商品 1,669,958 1,584,731

その他 365,163 321,875

貸倒引当金 △10,219 △9,011

流動資産合計 11,891,832 11,133,735

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,173,277 2,173,410

減価償却累計額 △1,003,473 △1,045,292

建物及び構築物（純額） 1,169,803 1,128,118

土地 1,474,493 1,474,493

その他 545,918 528,986

減価償却累計額 △435,619 △443,829

その他（純額） 110,298 85,157

有形固定資産合計 2,754,596 2,687,769

無形固定資産 123,789 106,965

投資その他の資産 608,874 556,691

固定資産合計 3,487,259 3,351,426

資産合計 15,379,091 14,485,162

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,470,616 8,564,340

未払法人税等 13,877 58,566

賞与引当金 271,967 166,383

その他 388,890 380,298

流動負債合計 10,145,352 9,169,588

固定負債   

退職給付引当金 93,905 121,264

資産除去債務 52,770 51,260

その他 130,443 136,443

固定負債合計 277,119 308,967

負債合計 10,422,472 9,478,556
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年５月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 494,025 494,025

資本剰余金 627,605 627,605

利益剰余金 3,714,182 3,816,256

自己株式 △971 △971

株主資本合計 4,834,841 4,936,915

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 120,089 67,711

その他の包括利益累計額合計 120,089 67,711

少数株主持分 1,688 1,978

純資産合計 4,956,619 5,006,605

負債純資産合計 15,379,091 14,485,162
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 18,565,538 20,594,597

売上原価 16,210,763 18,056,050

売上総利益 2,354,774 2,538,547

販売費及び一般管理費 ※１  2,324,434 ※１  2,345,420

営業利益 30,340 193,126

営業外収益   

受取利息 1,742 1,023

受取配当金 1,234 1,286

仕入割引 25,723 26,271

受取手数料 5,608 5,130

その他 10,942 11,408

営業外収益合計 45,251 45,120

営業外費用   

支払利息 896 1,049

その他 621 1,933

営業外費用合計 1,518 2,983

経常利益 74,073 235,263

特別利益   

投資有価証券売却益 － 3,375

貸倒引当金戻入額 636 －

特別利益合計 636 3,375

特別損失   

固定資産除却損 144 18

事務所移転費用 － 475

減損損失 ※２  431,379 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,345 －

特別損失合計 439,870 493

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△365,159 238,146

法人税、住民税及び事業税 10,302 52,511

法人税等調整額 △23,332 57,749

法人税等合計 △13,029 110,261

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△352,130 127,884

少数株主利益 743 290

四半期純利益又は四半期純損失（△） △352,874 127,594
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成23年11月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△352,130 127,884

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,009 △52,378

その他の包括利益合計 3,009 △52,378

四半期包括利益 △349,120 75,506

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △349,864 75,216

少数株主に係る四半期包括利益 743 290
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成23年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△365,159 238,146

減価償却費 111,300 84,717

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,049 △1,207

賞与引当金の増減額（△は減少） △159,766 △105,583

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,161 27,358

受取利息及び受取配当金 △2,977 △2,309

支払利息 896 1,049

投資有価証券売却損益（△は益） － △3,375

固定資産除却損 144 18

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,345 －

減損損失 431,379 －

売上債権の増減額（△は増加） △208,006 648,341

たな卸資産の増減額（△は増加） 16,880 80,985

仕入債務の増減額（△は減少） △1,941,548 △906,276

その他 △119,786 △11,010

小計 △2,234,506 50,852

利息及び配当金の受取額 2,977 2,309

利息の支払額 △881 △1,082

法人税等の支払額 △61,552 △22,927

法人税等の還付額 － 13,302

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,293,962 42,455

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △300,000 △300,000

有形固定資産の取得による支出 △25,551 △6,908

有形固定資産の売却による収入 － 3,313

無形固定資産の取得による支出 △11,363 △1,900

投資有価証券の取得による支出 △1,476 △1,097

投資有価証券の売却による収入 － 6,746

投資活動によるキャッシュ・フロー △338,391 △299,846

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △74,878 △25,055

自己株式の取得による支出 △78 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,957 △25,055

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,707,312 △282,446

現金及び現金同等物の期首残高 3,695,364 2,207,061

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  988,052 ※１  1,924,615
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年11月30日） 

(会計上の変更及び誤謬に関する会計基準等の適用) 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用

しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。 

  

 
  

  

  

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 

 至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成23年６月１日 

 至 平成23年11月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

  

給料手当 1,179,314千円 

賞与引当金繰入額 167,655千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当 1,182,827千円 

賞与引当金繰入額 166,383千円 

※２ 当第２四半期連結累計期間において、当社は以下
の資産グループについて、減損損失を計上いたしまし
た。 

 
当社グループは、事業用不動産については各事業所

を、賃貸用不動産および遊休不動産については各物件
を、資産グループとしております。 

このうち、賃貸用不動産について、投資額の回収が
見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価
値によっており、割引率は3.7％として算定しており
ます。 

 

場所 用途 種類 減損損失

東手城 

ヘルスケアモール

(福山市東手城町)

賃貸用

不動産

建物及び

構築物
430,526千円 

  その他 853千円 

  計 431,379千円 

         ――――――― 
 

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日
 至  平成22年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成23年11月30日)

現金及び預金勘定 
有価証券 

988,052千円
― 千円 

1,624,615千円
300,000千円 

現金及び現金同等物 988,052千円 1,924,615千円
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間（自  平成22年６月１日  至  平成22年11月30日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成23年11月30日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

  

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月27日 
定時株主総会 

普通株式 76,565 30 平成22年５月31日 平成22年８月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月26日 
定時株主総会 

普通株式 25,521 10 平成23年５月31日 平成23年８月29日 利益剰余金

― 18 ―



(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  
１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
(注)１ 「その他」の区分は、自社開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製造・販売

しております。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△278,191千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用

△276,078千円、棚卸資産の調整額△2,113千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない親会社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

医療モール事業において、収支計画の見直しを行った結果、減損損失を認識いたしました。なお、当該

減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において431,379千円であります。 

  
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成23年11月30日） 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
(注)１ 「その他」の区分は、自社開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製造・販売

しております。 

 
報告セグメント

その他
(注)１

調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高   

   外部顧客への売上高 18,383,606 16,750 18,400,357 165,180 － 18,565,538 

  セグメント間の内部売上高
又は振替高 52,195 － 52,195 150,825 △203,020 －

計 18,435,802 16,750 18,452,552 316,006 △203,020 18,565,538 

セグメント利益又は 
損失(△) 339,488 △45,823 293,665 14,866 △278,191 30,340 

 
報告セグメント

その他
(注)１

調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高   

   外部顧客への売上高 20,375,973 17,496 20,393,469 201,128 － 20,594,597 

  セグメント間の内部売上高
又は振替高 97,641 － 97,641 90,386 △188,027 －

計 20,473,614 17,496 20,491,110 291,514 △188,027 20,594,597 

セグメント利益又は 
損失(△) 519,759 △24,604 495,155 4,725 △306,754 193,126 
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２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△306,754千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用

△312,207千円、棚卸資産の調整額5,452千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない親会社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
 

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後の１株当たりの四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間

の潜在株式調整後の１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

  

(重要な後発事象) 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成23年11月30日） 

当社は平成23年12月１日付で確定給付年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しました。この

移行に伴う会計処理については「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用する予定であります。  

なお、本移行に伴う影響額については、算定中であるため記載しておりません。  

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日
 至  平成22年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
  至  平成23年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△） 

△138.27円 50.00円

(算定上の基礎) 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円) △352,874 127,594 

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失（△）       (千円) 

△352,874 127,594 

普通株式の期中平均株式数(株) 2,552,119 2,552,110 
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該当事項はありません。 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年１月13日

山下医科器械株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山
下医科器械株式会社の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期
間(平成23年９月１日から平成23年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年６月１日から平成
23年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山下医科器械株式会社及び連結子会社の平
成23年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    木 村  弘  巳     印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    平 郡   真       印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    植 木   豊       印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
                  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成24年１月13日 

【会社名】 山下医科器械株式会社 

【英訳名】 YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山 下 尚 登 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 長崎県佐世保市湊町３番13号 

【縦覧に供する場所】 山下医科器械株式会社福岡本社 

 （福岡県福岡市中央区渡辺通３丁目６番15号） 

 山下医科器械株式会社佐世保本社 

 （長崎県佐世保市湊町３番13号） 

 株式会社東京証券取引所 



当社代表取締役社長山下尚登は、当社の第64期第２四半期(自 平成23年９月１日 至 平成23年11月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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